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貸 借 対 照 表 
（２０２６年３月３１日現在） 

（単位：千円未満切り捨て） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資産の部） 

流 動 資 産 

  現 金 及 び 預 金 

  売 掛 金 

  商 品 

  貯 蔵 品 

  番 組 勘 定 

  前 払 費 用 

  短 期 貸 付 金 

  未  収  入  金 

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産 

 有 形 固 定 資 産 

  ヘ ッ ド エ ン ド 設 備 

  自 主 放 送 設 備 

  幹 線 設 備 

  建 物 

  構 築 物 

  機 械 装 置 

  工 具 器 具 備 品 

  土 地 

  建 設 仮 勘 定 

 無 形 固 定 資 産 

  ソ フ ト ウ ェ ア 

  電 話 加 入 権 

  そ の 他 

 投資その他の資産 

  投 資 有 価 証 券 

  関 係 会 社 株 式 

  出 資 金 

  長 期 前 払 費 用 

  差 入 保 証 金 

  繰 延 税 金 資 産 

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 

 

3,067,179 

97,967 

1,985,717 

7,788 

20,504 

1,208 

673,126 

143,941 

47,551 

109,524 

△20,151 

 

14,707,842 

13,371,104 

90,604 

51,141 

6,559,093 

1,834,752 

3,294 

1,804,856 

69,309 

2,805,782 

152,269 

138,274 

45,800 

2,472 

90,001 

1,198,463 

65,000 

379,713 

20 

529,743 

78,307 

145,678 

12,439 

△12,439 

（負債の部） 

流 動 負 債 

  買 掛 金 

  １年以内返済長期借入金 

  未 払 金 

  未 払 法 人 税 等 

  未 払 消 費 税 等 

  未 払 費 用 

  前 受 収 益 

  契 約 負 債 

  預 り 金 

  賞 与 引 当 金 

  そ の 他 

 

固 定 負 債 

  長 期 借 入 金 

  退 職 給 付 引 当 金 

  役員退職慰労引当金 

  資 産 除 去 債 務 

   

 

3,713,551 

643,793 

505,299 

918,191 

136,744 

80,690 

64,608 

10,912 

1,192,940 

8,344 

151,787 

237 

 

4,775,207 

4,468,583 

237,237 

49,030 

20,356 

 

負 債 合 計 8,488,758 

（純資産の部） 

株 主 資 本 

 資 本 金 

 資 本 剰 余 金 

  資 本 準 備 金 

  そ の 他 資 本 剰 余 金 

 利 益 剰 余 金 

  利 益 準 備 金 

  そ の 他 利 益 剰 余 金 

   繰 越 利 益 剰 余 金 

 

 

9,286,263 

2,685,005 

2,663,531 

2,339,683 

323,848 

3,937,726 

4,000 

3,933,726 

3,933,726 

純 資 産 合 計 9,286,263 

資 産 合 計 17,775,021 負債及び純資産合計 17,775,021 
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損 益 計 算 書 
自 ２０２５年４月 １日 

至 ２０２６年３月３１日 

（単位：千円未満切り捨て） 

科 目 金 額 

売 上 高 

売 上 原 価 

 12,255,927 

7,117,220 

 売 上 総 利 益 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 

 

 

5,138,707 

4,249,090 

  営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

  受 取 利 息 及 び 配 当 金 

  そ の 他 

 

 

4,848 

4,871 

889,616 

 

 

  9,719 

営 業 外 費 用 

  支 払 利 息 

  そ の 他 

 

34,973 

1,590 

 

 

36,563 

 経 常 利 益  

 

53,194 

862,772 

特 別 損 失 

   固 定 資 産 除 却 損 

 

53,194 

税 引 前 当 期 純 利 益 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 

法 人 税 等 調 整 額 

 

241,369 

△22,302 

809,578 

 

219,066 

当 期 純 利 益  590,511 
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個 別 注 記 表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

  （１）有価証券の評価基準及び評価方法 

     その他有価証券 

     市場価格のない株式等     ：移動平均法による原価法 

 

  （２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    ①商品             ：先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの方法により算定） 

    ②貯蔵品            ：先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの方法により算定） 

    ③番組勘定           ：個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下による簿価切下げの方法により算定） 

 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産(リース資産を除く)：定額法 

                     なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

                     幹線設備       ６年～20 年 

                     建物         ２年～50 年 

                     機械装置       ２年～15 年 

  （２）無形固定資産         ：定額法 

                     なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。 

  （３）リース資産           ：【所有権移転外ファイナンス・リース】 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産については、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用しております。 

  （４）長期前払費用         ：均等償却 

 

 ３．引当金の計上基準 

 （１）貸倒引当金          ：売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

  （２）賞与引当金          ：従業員に支給する賞与の支出に充てるため、当事業

年度末における支給見込額に基づき計上しており

ます。 

  （３）退職給付引当金        ：従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額に基づき計上しており

ます。 

  （４）役員退職慰労引当金      ：役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ

く当事業年度末要支給額を計上しております。 
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 ４．収益及び費用の計上基準 

当社は、有線テレビジョン放送サービス、インターネット接続サービス、電話サービスを提

供しており、契約期間にわたり、契約者へのテレビ、インターネット及び電話回線の提供を行

うことを履行義務として負っており、月額基本使用料及び通信料を毎月の収益として計上して

おります。 

なお、契約者から初期費用として受領する契約事務手数料収入及び工事料収入並びにこれに

係る直接原価については、契約者の見積平均契約期間にわたり、また電波障害対策工事料収入

及びこれらに係る直接原価については、保証期間にわたり、収益及び費用として計上しており

ます。 

また、映画事業における興行収入及び配給収入については、約束したサービスの支配が顧客

に移転した時点で当該サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を計上しておりま

す。なお、映画事業における一部の取引のうち、当社が代理人として物品の販売及び映画配給

に関与している場合、物品販売取引は顧客より受け取る額から仕入れ先への支払額を控除した

純額で、また配給収入取引については、配給先の控除額及び著作権権利者への支払額を控除し

た純額で収益を認識しております。 

 

 

（収益認識に関する注記） 

収益を理解するための基礎となる情報については、「重要な会計方針に係る事項に関する注記」

の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

なお、当事業年度に認識された収益のうち、期首の契約負債に含まれていた金額は 441,093 千

円であります。 

 

 

（会計上の見積りに関する注記） 

  会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年

度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

繰延税金資産    145,678 千円 

 

 

（貸借対照表に関する注記） 

 １．有形固定資産の減価償却累計額   23,082,656 千円 

 

 ２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 168,301 千円 

短期金銭債務 311,859 千円 

長期金銭債務 2,077,583 千円 

 

 ３．特定資産の買換えにより取得価額から控除した圧縮記帳額 

土地               117,325 千円 
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（損益計算書に関する注記） 

 関係会社との取引高 

営業取引による取引高  

売上高 62,251 千円 

仕入高 1,221,175 千円 

その他の営業費用 166,768 千円 

営業取引以外の取引高 497,968 千円 

 

 

（税効果会計に関する注記） 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

減価償却費 89,378 千円 

貸倒引当金 10,266 千円 

賞与引当金 47,812 千円 

退職給付引当金 

資産除去債務 

役員退職慰労引当金 

減損損失 

契約負債 

未払金 

その他 

74,729 千円 

6,412 千円 

15,444 千円 

2,520 千円 

53,274 千円 

25,666 千円 

25,785 千円 

繰延税金資産小計 351,289 千円 

評価性引当額 △202,145 千円 

繰延税金資産合計 149,144 千円 

繰延税金負債  

 資産除去債務 △117 千円 

 前払費用 △3,348 千円 

繰延税金負債合計 △3,465 千円  

繰延税金資産の純額 145,678 千円 

 

 

（金融商品に関する注記） 

 １．金融商品の状況に関する事項 

    当社は、資金運用については短期的な預金等及びグループファイナンス制度を利用した関

係会社への貸付金に限定し、また、銀行等金融機関からの借入及び上記制度を利用しての関

係会社からの借入により資金を調達しております。 

    営業債権である売掛金に係る顧客の信用リスクに関しては、与信管理のルールに従い期日

管理及び残高管理を行う等リスク管理を実施しております。 

    営業債務である買掛金、未払金は、１年以内の支払期日であります。 

長期借入金は主に設備投資に係る資金調達であります。 

長期借入金は主に固定金利であるため、支払金利の変動リスクは軽減されております。 

    また、営業債務や借入金は流動性リスクに晒されていますが、月次に資金繰計画を作成す

るなどの方法により管理しております。 

    なお、当社はデリバティブ取引を実施しておりません。 
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 ２．金融商品の時価等に関する事項 

    2026 年 3 月 31 日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。なお、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、

買掛金及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省

略しております。 

（単位：千円未満切り捨て） 

 
貸借対照表 
計上額（*） 

時価（*） 差額 

長期借入金 (4,973,883) (4,793,147) 180,735 

  （*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

  （注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項 

      長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法によっております。 

２．市場価格のない株式等（貸借対照表計上額 65,000 千円）は、記載しておりません。 

 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

 親会社及び法人主要株主等 

種類 
会社等の名

称 

議決権等

の所有（被

所有）割合 

関連当事

者との関

係 

取引の内容 

取引金額 

（千円） 

（注１） 

科目 

期末残高

（千円） 

（注１） 

親会社 
㈱ｺﾐｭﾆﾃｨﾈｯﾄ

ﾜｰｸｾﾝﾀｰ 

被所有 

直接 

100％ 

番組購入 

及び回線

の利用等 

サービス提供に

関わる設備購入 

（注２） 

475,385 未払金 51,521 

伝送路賃貸等 

（注２） 
59,950 売掛金 21,403 

番組購入及び回

線の利用等 

（注２） 

1,217,078 
買掛金 

未払金 

108,298 

33,655 

資金の貸付 

（注３） 
224,348 短期貸付金 143,941 

資金の借入 

（注３） 
45,847 短期借入金 － 

資金の返済及び

利息の支払 

（注４） 

137,596 

1 年以内返済

長期借入金 

長期借入金 

 

116,499 

2,077,583 

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており

ます。 

２．上記取引に際しては、市場実勢価格を勘案し、価格交渉の上で決定しております。 

３．当社は、資金管理の効率化を図ることを目的として、親会社である株式会社コミュニティネット

ワークセンターが運営している CMS（キャッシュ・マネジメント・システム）を導入しており、資

金の貸付及び借入の取引金額は、当事業年度の平均残高を記載しております。なお、利率は市場

金利を勘案して合理的に決定しております。 

４．取引金額には利息の支払額 21,096 千円を含んでおります。 
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（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額 138,808 円 12 銭 

２．１株当たり当期純利益 8,826 円 77 銭 

 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

  該当事項はありません。 

以上 


